































































フランスの社会党出身のジャック・ドロールが率いていた欧州委員会は、1993 年 6 月の
コペンハーゲン欧州理事会での要請を受けて、同年 12 月のブリュッセル欧州理事会に
『成長、競争力、雇用－21 世紀に向けての挑戦と進路（白書）』（通称ドロール白書）（Commis-


























まとめるにあたって各加盟国から行った意見集約の中のベルギー（1993 年 9 月 14 日付）、
そしてルクセンブルク（1993 年 9 月 10 日付）からの意見書の中である（『ドロール白書』の







ベルギーでは 1980 年代後半より使われはじめた表現という（Bottani-Dechaud 2015: 4）。他
方、ルクセンブルクのフランス語での意見書の中では、白書の中で「ローカル・サービス」






欧州委員会は社会政策に関して、1993 年 11 月に「ヨーロッパ社会政策─EU の選択（グ
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2000 年 3 月のリスボン欧州理事会では、EU の来る 10 年間の経済・社会政策である「リ
スボン戦略」が採択され、また社会的包摂を推進するために「開かれた政策協調手法」
（Open Method of Coordination）を社会保障政策にも採用することが合意された。加盟国同士が
お互いの経験から学ぶこうした手法を推進するのに貢献した人物として、当時ベルギーの
社会保障・年金大臣フランク・ファンデンブルーク（フラマン語系社会党出身）があげられ
る。翌 2001 年にベルギーが EU 議長国の際に開催した会議にあわせて、ヨーロッパの福祉
国家の新たなあり方に関する研究報告書（A New Welfare Architecture for Europe? ）の提出をエ
スピン－アンデルセンらの研究グループに要請したのもファンデンブルークであった
（Esping-Andersen et al. 2001, Marx et al. 2015: 199-200）。この報告書の内容は、2002 年に『なぜ
われわれは新しい福祉国家を必要とするのか』（Why We Need a New Welfare State）という書籍と












の EFSI（European Federation for Services to Individuals）、そして同じくブリュッセルにある社会









えている。実際、「ローカル・サービス」から、「対人サービス」（［英語］Services to Individuals /
［仏語］Services à la personne）、そして PHS（［英語］Personal and Household Services /［仏語］Services


















を可能にするものとして導入された。まず、1993 年 12 月 20 日の 5 ヶ年法で「雇用サー
ビス小切手」（Chèque emploi-service：以下 CES）導入の原則が示され、1994 年 11 月 10 日のデ
クレ（政令）で、試験的に導入（1994 年 12 月 1 日から 1995 年 12 月 31 日まで。後に 1996 年





















CES は、1996 年 1 月 29 日の法律 96-63 で恒久化された。このとき同時に、税控除の対
象となる条件の緩和がすすめられた。時間数に関しては、CES の使用は週 8 時間以内また




























ービス小切手」CESU（Chèque emploi service universel：以下 CESU）の導入があった。これは、
従来の CES に代わるもので、使用範囲を拡大し、さらに 1994 年より導入されていた「雇
用サービス切符」（Titre Emploi Service : 以下 TES）を統合させるかたちで再編されたバウチャ
ー制度で、2006 年 1 月から導入された。
新しいバウチャー制度では、CES と同様に、個人雇用主が人を雇用する上でのさまざま
な申告手続きを簡素化する様式が用意された。これは、「銀行 CESU」（CESU bancaire）、後に


























には 20、2013 年には 26、そして 2014 年には 28 の県議会が採用している（APECESU 2014a,
2014b）。2014 年に発効された「社会的 CESU」は 5 億 900 万ユーロ分だが、その内 4 億 4400
万ユーロは 28 の県議会向けであったことからもその規模がうかがえる（APECESU 2014a）。
政府は、CESU 関連の諸手続きをオンラインで行えるようにしたり、「補助金 CESU」の電
子化を推し進めたりすることで、さらなるコスト削減を実現しようとしている。こうした
「補助金 CESU」は、今日認可を受けた 6 つの発行元（Domiserve, Edenred, Groupe UP Chèque
Domicile, La Banque Postale, Natixis Intertitres, Sodexo）が扱っているが、そのうち 4 つ（Edenred,









たが、2004 年 1 月から連邦政府主導の政策として進められることとなり、以降本格的に普
及した制度である。バウチャー制度は予想を上回る利用状況となり、財政上の問題が出て
くる中、2016 年 1 月より国から 3 地域へとその管理が移管されている。実際には、各地域



























料（2014 年 1 月当時）は、400 枚までは 1 枚 9 ユーロ（1 ユーロは当時約 140 円）、残り 100
枚は 10 ユーロだった。バウチャーは年間で原則大人一人あたり 500 枚まで、一世帯で
1000 枚まで購入でき、その使用期限は購入後 8 か月とされた。バウチャーは 1 枚で 1 時
間分の家事労働の対価として使用できるが、利用者は年間一人当たり 1380 ユーロを上限
に 30％の税控除か給付付き税控除がさらに受けられることとなっているため、実際の負担
としては、400 時間までは 1 時間当たり 6.30 ユーロ、それを越える 100 時間分に関しては
7 ユーロで済むという大変有利な制度となっていた。サービス・バウチャーの発行元である
Sodexo が企業に支払うのは 1 枚＝1 時間 22.04 ユーロであり、利用者が支払う 9 ユーロと
の差額の 13・04 ユーロは連邦政府が Sodexo に支払う仕組みである。つまり、政府にとっ
ては、サービス・バウチャーで行われる仕事 1 時間あたりで計 15.74 ユーロ（13.04 ユーロと
税の軽減分 2.7 ユーロ）、割合でいえば 71.4％を補助していたことになる 12）。
労働者は、バウチャー制度下で働くにあたって、必ず認可された企業と書面で「サービ
ス・バウチャー労働契約」を結ぶ決まりとなっている。この契約は、通常の雇用契約に関す




ない人は最低週 10 時間以上でなけらればならない。他方、労働時間の上限は、週 38 時間と
されている。また、一回の勤務が原則として連続 3 時間以上でなければならない（休憩や移





な伸びを見せている。2004 年には利用者数が 9 万 8814 人、労働者数が 1 万 5077 人、認








ーの人口の 10.5％）、労働者数が 15 万 1137 人、認可企業の数は 2753 に上るまでになった
（IDEA Consult, 2013）。2013 年には、利用者数は 95 万 918 人までさらに伸びたが、労働者数
は 14 万 9782 人、認可企業数は 2577 とはじめて前年を下回り、再編が始まっている状況
もみてとれるが、〈表 1〉が示す通り、この 10 年で利用者数、労働者数とも 10 倍近くにな




















2004 98.814 15.077 504
2005 190.734 28.933 840
2006 316.101 61.759 1.162
2007 449.626 87.152 1.504
2008 557.482 103.437 1.892
2009 665.884 120.324 2.292
2010 760.702 136.915 2.576
2011 834.959 149.827 2.708
2012 899.558 151.137 2.753























営者団体 CNPF（現在の MEDEF の前身）の会長にジャン・ガンドワ氏が 1994 年に就任した
直後から EU レベルでも行われていたことが、当時会長の依頼で動いていた人物とのイン
タビュー調査 15）で確認できている。

























他方、新たな動きとして、FEPEM が EFFE（European Federation for Family Employment and














文や著書を著している（Vandenbroucke 2001; Vandenbroucke 2002; Cantillon and Vandenbroucke 2014）。
ファンデンブルークやエスピン─アンデルセンらは社会的投資国家論を展開し、ライフ
チャンスの平等を視野に、子どもの教育やケアへの投資、人々の就労可能性の向上を重視




























































１）本研究は、JSPS 科学研究費 JP21252001（2009～2011 年度）、JP24252003（2012～2014 年度）、
JP15H02602（2015～2017 年度）の助成を受けたものである。2009～2010 年にかけてパリで伊藤る
り、定松文、園部裕子、村上一基とともに現地調査を実施した。2011 年から 2015 年にかけては、
ブリュッセル、パリ、ストラスブール、ジュネーブ等で、伊藤るり、中力えりで現地調査を実施し





1957 年にフランスに伝わり、1962 年に大企業が仕組みづくりを進め、政府も 1967 年に後押しをし
たことで本格的に普及したものである。ベルギーにも 1960 年代に伝わり、使われるようになった。
その後、イタリアやドイツ、スペインでも使われるようになり、遠くはブラジルでも普及している。
５）そうしたシステムを支えてきたのは、チケットレストラン®（後に Edenred）や Sodexo といったフラ
ンス系のグローバル企業である。
６）2013 年 3 月に欧州委員会 DG EMPL の担当者、シンクタンク Pour la Solidarité の代表と担当者、
2014 年 3 月に欧州委員会 DG EMPL の担当者、業界団体 EFSI の事務局長に対して、伊藤るり、中
力えりでインタビュー調査を実施した。
７）2013 年 3 月のインタビュー調査。
８）2005 年 2 月に「対人サービス発展のための計画」が示され、2005 年 7 月 26 日にそれを実施するた
めの法律が公布された。
９）1996 年 1 月の法改正の際に企業委員会等が従業員によるサービス利用を促すために、利用料を補助
すること自体は既に可能になっていたものの、それをバウチャーとして発行することになった。
10）「福利厚生用 CESU」は、2014 年には 2 億 9800 万ユーロ分発行され、その内 2 億 3200 万ユーロは民
間の企業や企業委員会向けであった（APECESU 2014a）。
11）2009 年は 1700 万ユーロ、2010 年は 2400 万ユーロ、2011 年は 2810 万、2012 年は 3260 万ユーロ
（APECESU 2014b）。2013 年分に関しては、2014 年に県議会に未利用 CESU 分として返金された額
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は 4230 万ユーロに上った（APECESU 2014a）。
12）それに加えて、連邦政府は Sodexo に対し、バウチャー 1 枚あたり 0.852 ユーロの手数料も支払うこ
とになっていた。
13）2013 年 2 月 1 日以降、新規に雇用された際には時給 10.28 ユーロ、2 年目からは時給 10.69 ユー




15）2014 年 3 月にインタビュー調査を実施した。
16）フランスの「対人サービス」を提供する企業 O2 で 2014 年 3 月に実施したインタビュー調査でも大
きな問題として提起されていた。
17）個人雇用主による直接雇用が 61％、非営利の団体やアソシエーションが 36％、営利企業が 3％と推
計されている（DGCIS 2011: 32）。
18）2016 年 3 月にローマで実施した、使用者団体 ASSINDATCOLF や DOMINA での聞き取り調査よ





21）2014 年 3 月に実施したアントワープ大学の研究者 Michielsen 氏へのインタビュー調査でも、そうし
た指摘があった。
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